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第１５回 再資源化等支援検討会 議事録 

 

１．日時   2026 年５月 18 日（月）10 時 30 分～11 時 30 分 

 

２．場所   Microsoft Teams によるオンライン開催 

    （自動車リサイクル促進センター 第２会議室） 

 

３．出席者 山本座長、松井委員、三木委員 

経済産業省担当官、環境省担当官 

公益財団法人自動車リサイクル促進センター 永井専務理事 

再資源化支援部職員 

 

４．議題   １．2025 年度 再資源化等支援業務実績および活動報告 

２．2025 年度 再資源化等支援業務収支報告 

 

５．会議の概要 

 

１．2025 年度 再資源化等支援業務実績および活動報告を説明。 

１）離島対策支援事業活動報告 

【参考】申請台数の増加・減少上位３市町村 

（委員） 

参考の減少上位３市町村の小豆島町は、例年実績がある事業者からの申請が無か

ったため減少したとのことだが、これは翌年度に繰り越して申請があることが見込めるとい

うことか。 

 

（再資源化支援部） 

一部の破砕業者からの申請が少なく、前年度から訪問をする対象として小豆島町を

挙げているので訪問し確認する。 

 

 

４）不法投棄・不適正保管撤去状況 

（委員） 
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佐渡市の撤去台数 177 台は私有地内で保管されており、使用済み自動車ではない

と判断されて、不法投棄対象外になったということか。 

倉庫等の利用が無くなったら、廃棄物になると思うがその時は１つずつ確認をして撤去

していくということか。 

 

（再資源化支援部） 

ご認識のとおりである。佐渡市が確認し、適切な事業者へ引き渡し、使用済自動車と

して処理する流れである。 

 

（委員） 

他地域でも同様の基準が適用されてくれば、数字上の不法投棄台数は減っていくのか。 

 

（再資源化支援部） 

現地確認が必要だが、減ることもある。逆に増える可能性もある。 

 

（委員） 

現地確認を担うのは市町村担当者か。その場合、負担軽減のスキームが必要だと思う

が現時点どのような形になっているのか。 

 

（再資源化支援部） 

基本は市町村担当者が確認する。必要に応じて JARC も現地確認を行うことが必要

である。負担軽減は使用済自動車の判別ガイドラインが判断基準としてある。ただ

JARC も情報整理し提供していく。 

 

 

５）個別自治体への訪問対応 

（委員） 

A 市は離島対策支援事業で島外搬出をするということか。 

 

（再資源化支援部） 

ご認識のとおりである。本来はプレスされた状態が望ましいが、不可能なためソフトプレス

で島外搬出するという方針で対応したい。 

（委員） 
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B 町は沖縄本島へ運ぶと思うが、輸送が滞っているのか。台風地帯でもあり、状況悪

化も懸念されるので早急な対応が必要である。 

 

（再資源化支援部） 

2024 年以前は港の混雑により海上輸送が滞っていたが現在は解消されつつある。し

かしながら、原因者が一人で作業をしているため搬出が進んでいない。また、事業者は

適正に保管する意思があるものの、適正に保管できる広さの土地を確保できないという

事情もある。 

 

 

（委員） 

陸上輸送は意外と長く、経済的に輸送費が負担となっているのであれば課題ではない

か？ 沖縄県庁と定例の打合せをする際に、実態も把握していただければと思う。 

 

（再資源化支援部） 

承知しました。陸上輸送費を負担しますというわけにもなかなかいかないかなと思うが、

輸送費の実態について、実態は把握しておきたいと考えている。沖縄県庁と定例の打

合せをする際に実態を確認する。 

 

（座長）  

議題１について承認する。 

 

 

２．2025 年度 再資源化等支援業務収支報告を説明。 

（１）離島対策支援事業出えん実績 

（委員） 

2024 年度から 2025 年度で申請台数は減少する一方、申請額が増加。台当たり

輸送単価も上昇し、2026 年度の計画でも増加見込みとなっているが、これは燃油

高・物価上昇（海上輸送費の上昇）が影響していると考えてよいか。 

 

（再資源化支援部） 

ご認識のとおりである。 
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（座長） 

議題２について承認する。 

 

 

 

 

 

 

（再資源化支援部） 

両省からもご意見ご質問等伺いたい。 

 

（国） 

審議会の中でも不適正事案への具体的対応が進みつつある。事案の把握とそれに対する

手立ての具体化が重要であるので引き続き連携していきたい。 

 

（国） 

情報共有、自治体対応及び事務負担軽減に感謝する。不適正保管、不法投棄には多

面的に対応が必要である。引き続き情報共有し連携していきたい。 

 

（再資源化支援部） 

本日の議事内容はすべて公表対象である。また、発言者名を記載しない形で議事録を作

成し、委員の確認を経たうえで、概ね 2 週間後を目途にホームページで公開する予定であ

る。次回の検討会は来年２月中旬に開催予定であり、2027 年度における再資源化等

支援業務の活動計画ついて主に審議いただきたい。 

 

以上で、第 15 回再資源化等支援検討会を終了とする。 

 

以上 


